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2022年６月６日

株 主 各 位
大阪市福島区野田一丁目１番 8 6 号

大阪市中央卸売市場内
株 式 会 社 　 大 　 　 　 　 水
代表取締役社長執行役員 山 橋 英 一 郎

１．日 時 2022年６月24日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市福島区野田二丁目13番９号

大水野田ビル３階　当社会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第87期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第87期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

第87回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第87回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、可能な限り株主総会当日のご来場はお控えいただき、書面に
より事前に議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。
　書面による事前の議決権の行使にあたりましては、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2022年６月23日（木曜日）午後４時までに到着するようご返
送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上

　株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アド
レスhttps://www.daisui.co.jp/）に掲載させていただきます。
　株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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【重要】
新型コロナウイルス感染拡大の防止について

（株主様へのお願い）

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、可能な限り株主総会当日のご来場
はお控えいただき、書面による事前の議決権の行使をお願いいたします。

本株主総会にご来場いただく場合でも、以下の点にご留意ください。

⑴ 必ずマスクをご持参、ご着用ください。
⑵ 会場入口において検温をさせていただく予定です。
⑶ 発熱の有無にかかわらず体調不良と見受けられる株主様や、マスクをご着
用でない株主様には、ご入場をお断りさせていただきます。

⑷ 株主様の座席の間隔を拡げるため、ご用意できる席数に限りがあります。
そのため入場をお断りする場合がございます。

⑸ 開催時間短縮のため、議場における報告事項の報告（監査報告を含みま
す）及び議案の説明は大幅に省略させていただきますので、事前に書面に
お目通しいただきますようお願い申しあげます。

⑹ 当社役員につきましても、感染拡大リスクの低減のため、株主総会当日の
健康状態にかかわらず、一部の役員のみの出席とさせていただく可能性が
あります。

⑺ このほか、会場では換気等の感染予防策を講じます。

新型コロナウイルス感染拡大の防止のため、何卒ご理解、ご協力を賜りますよ
う、よろしくお願い申しあげます。
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現　　行　　定　　款 変　　　更　　　案
（株主総会参考書類等のインターネット開示と
みなし提供）
第17条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類お
よび連結計算書類に記載または表示をす
べき事項に係る情報を、法令の定めると
ころに従い、インターネットを利用する
方法で開示することにより、株主に対し
て提供したものとみなすことができる。

（削除）

株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する
改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入され
ることとなりますので、次のとおり定款を変更するものであります。
(1)株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが
義務付けられることから、変更案第17条（電子提供措置等）第１項を新設するものでありま
す。

(2)株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付を
請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定することが
できるようにするため、変更案第17条（電子提供措置等）第２項を新設するものでありま
す。

(3)株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第17条（株主総会参考書類等のイ
ンターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものであります。
(4)上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本附則
は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現　　行　　定　　款 変　　　更　　　案

（新設）
（電子提供措置等）
第17条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類等の内容である情報につ
いて、電子提供措置をとるものとする。
２．当会社は、電子提供措置をとる事項の
うち法務省令で定めるものの全部または
一部について、議決権の基準日までに書
面交付請求した株主に対して交付する書
面に記載しないことができる。

（新設）
（新設）

附則
１．変更前定款第17条（株主総会参考書類等の

インターネット開示とみなし提供）の削除
および変更後第17条（電子提供措置等）の
新設は、会社法の一部を改正する法律（令
和元年法律第70号）附則第１条ただし書き
に規定する改正規定の施行の日（以下「施
行日」という）から効力を生ずるものとす
る。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から６か
月以内の日を株主総会の日とする株主総会
については、変更前定款第17条はなお効力
を有する。

３．本附則は、施行日から６か月を経過した日
または前項の株主総会の日から３か月を経
過した日のいずれか遅い日後にこれを削除
する。
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候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位、担当

１ や ま

山 
 

　 
は し

橋 
 

　 
え い

英 
い ち

一 
ろ う

郎 【再任】 代表取締役社長執行役員

２ ゆ

湯 
 

　 
が み

上 
 

　 
の ぶ

信 
 

　 
も と

元 【再任】 取締役常務執行役員経営企画室担当

３ し げ

重 
 

　 
み つ

光 
 

　 
 

　 
 

　 
まこと

誠 【再任】 取締役常務執行役員管理本部長

4 こ

児 
 

　 
じ ま

島 
 

　 
 

　 
 

　 
みのる

實 【再任】 取締役常務執行役員大阪鮮魚部門大阪
鮮魚統括兼大阪本場支社長

5 か た

片 
 

　 
の

野 
 

　 
ひ ろ

博 
 

　 
お

雄 【再任】 取締役上席執行役員管理本部副本部長

6 ま つ

松 
 

　 
ば

葉 
 

　 
と も

知 
 

　 
ゆ き

幸
【再任】
【社外】
【独立】

社外取締役

7 み

三 
 

　 
た に

谷 
 

　 
た く

拓 
 

　 
み

己
【再任】
【社外】 社外取締役

第２号議案　取締役７名選任の件
　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、経営体制の効率化のため、1名減員のうえ取締役７名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

【再任】再任取締役候補者　【社外】社外取締役候補者　【独立】証券取引所届出独立役員候補者
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

１

【再任】
やま

山
 

　
 

 
 

 
 

 
はし

橋
 

　
 

 
 

 
 

 
えい

英
 

 
いち

一
 

 
ろう

郎
(1956年11月23日生)

    1980年    4 月 日本水産株式会社入社
    2009年    6 月 同社執行役員業務用食品部長
    2011年    3 月 同社執行役員食品事業副執行、業務用食品部長
    2016年    6 月 当社取締役常務執行役員
    2018年    6 月 当社取締役常務執行役員経営企画室担当
    2019年    6 月 当社代表取締役社長執行役員（現任）

44,000株

取締役候補者とした理由
山橋英一郎氏は、水産業界における豊富な経験と専門性を有しており、当社の代表取締役社長執行役
員として、当社の発展に貢献してまいりました。豊富な経験と専門性を活かし、引き続き当社の発展
に寄与できるものとして、取締役候補者といたしました。

２

【再任】
ゆ

湯
 

　
 

 
 

 
 

 
がみ

上
 

　
 

 
 

 
 

 
のぶ

信
 

　
 

 
 

 
 

 
もと

元
(1959年８月27日生)

    1983年    4 月 日本水産株式会社入社
    2006年    3 月 同社関西水産営業部長
    2009年    6 月 当社執行役員営業本部長補佐
    2010年    4 月 当社常務執行役員営業本部長
    2013年    1 月 株式会社大分水産取締役（現任）
    2013年    6 月 当社取締役執行役員営業本部長
    2015年    6 月 当社取締役常務執行役員営業本部長
    2019年    5 月 株式会社京都興産取締役（現任）
    2019年    6 月 当社取締役常務執行役員経営企画室担当（現

任）
    2020年    4 月 株式会社別府魚市代表取締役社長（現任）

19,360株

取締役候補者とした理由
湯上信元氏は、水産業界において長年従事し、営業部門を中心に当社の発展に貢献してまいりまし
た。豊富な経験と専門性を活かし、引き続き当社の発展に寄与できるものとして、取締役候補者とい
たしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

３

【再任】
しげ

重
 

　
 

 
 

 
 

 
みつ

光
 

　
 

 
 

 
 

 
 

　
 

　
 

 
 

 
まこと

誠
(1955年１月23日生)

    1977年    4 月 日本水産株式会社入社
    2010年    3 月 同社監査室長
    2014年    6 月 当社執行役員管理本部副本部長兼総務広報部長
    2016年    6 月 当社取締役上席執行役員管理本部副本部長兼総

務広報部長
    2018年    6 月 当社取締役常務執行役員管理本部長兼総務広報

部長
    2020年    3 月 当社取締役常務執行役員管理本部長（現任）

19,360株

取締役候補者とした理由
重光誠氏は、水産業界において長年従事し、当社の管理本部長として当社の発展に貢献してまいりま
した。豊富な経験と専門性を活かし、引き続き当社の発展に寄与できるものとして、取締役候補者と
いたしました。

４

【再任】
こ

児
 

　
 

 
 

 
 

 
じま

島
 

　
 

 
 

 
 

 
 

　
 

　
 

 
 

 
みのる

實
(1955年12月15日生)

    1974年    4 月 京都魚市場株式会社入社
    2012年    4 月 当社大阪本場支社鮮魚１部長
    2015年    6 月 当社執行役員大阪本場支社鮮魚部門統括兼鮮魚

１部長
    2016年    6 月 当社上席執行役員大阪本場支社長代行兼鮮魚１

部長
    2017年    4 月 当社上席執行役員大阪本場支社長兼鮮魚１部長
    2017年    6 月 当社取締役上席執行役員大阪本場支社長兼鮮魚

１部長
    2019年    4 月 当社取締役上席執行役員大阪鮮魚統括兼大阪本

場支社長
    2020年    6 月 当社取締役常務執行役員大阪鮮魚統括兼大阪本

場支社長
    2021年    3 月 当社取締役常務執行役員大阪鮮魚部門大阪鮮魚

統括兼大阪本場支社長兼東部鮮魚部長
2022年    3 月 当社取締役常務執行役員大阪鮮魚部門大阪鮮魚

統括兼大阪本場支社長（現任）

19,760株

取締役候補者とした理由
児島實氏は、当社において長年勤務し、営業部門を中心に当社の発展に貢献してまいりました。当社
における豊富な経験と営業面での専門性を活かし、引き続き当社の発展に寄与できるものとして、取
締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

５

【再任】
かた

片
 

　
 

 
 

 
 

 
の

野
 

　
 

 
 

 
 

 
ひろ

博
 

　
 

 
 

 
 

 
お

雄
(1953年１月８日生)

    1975年    4 月 当社入社
    2005年    7 月 当社経理部長代理
    2008年    6 月 当社取締役経理部長
    2009年    6 月 当社執行役員内部監査室長
    2014年    4 月 当社執行役員経理部長
    2017年    5 月 丸魚食品株式会社監査役（現任）
    2017年    6 月 当社上席執行役員管理本部副本部長兼経理部長
    2018年    6 月 当社取締役上席執行役員管理本部副本部長兼経

理部長
    2019年    5 月 株式会社京都興産監査役（現任）
    2020年    3 月 当社取締役上席執行役員管理本部副本部長兼総

務広報部長
    2021年    3 月 当社取締役上席執行役員管理本部副本部長（現任）

57,200株

取締役候補者とした理由
片野博雄氏は、当社において長年勤務し、当社の管理本部副本部長として当社の発展に貢献してまい
りました。当社における豊富な経験と専門性を活かし、引き続き当社の発展に貢献できるものとし
て、取締役候補者といたしました。

6

【再任】
【社外】
【独立】
まつ

松
 

　
 

 
 

 
 

 
ば

葉
 

　
 

 
 

 
 

 
とも

知
 

　
 

 
 

 
 

 
ゆき

幸
(1951年３月10日生)

    1978年    4 月 弁護士登録（大阪弁護士会）
    1981年    4 月 松葉法律事務所（現松葉・中村法律事務所）設立
    2002年    4 月 大阪弁護士会副会長
    2003年    7 月 特定非営利活動法人消費者ネット関西理事
    2004年    4 月 日本弁護士連合会代議員
    2008年    4 月 近畿弁護士会連合会司法問題対策委員会委員長
    2009年    4 月 大阪弁護士会司法改革推進本部本部長代行
    2009年    6 月 当社取締役（現任）
    2012年    4 月 日本弁護士連合会常務理事
    2012年    6 月 特定非営利活動法人消費者ネット関西理事長

（現任）
    2015年    4 月 大阪弁護士会会長
    2015年    4 月 日本弁護士連合会副会長
    2021年    3 月　TOYO TIRE株式会社社外監査役（現任）

－株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
松葉知幸氏は、社外取締役候補者であります。同氏は過去に社外役員となること以外の方法で会社の
経営に関与した経験はありませんが、弁護士として企業法務に精通しており、会社法及びコーポレー
トガバナンス・コードの期待する取締役会の経営監督機能をさらに強化できるものと判断したため、
社外取締役候補者といたしました。また、同氏が選任された場合は、指名・報酬委員会の委員長とし
て当社の取締役等の選解任に関する事項などについて、独立した客観的観点から関与いただく予定で
す。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

７

【再任】
【社外】
み

三
 

　
 

 
 

 
 

 
たに

谷
 

　
 

 
 

 
 

 
たく

拓
 

　
 

 
 

 
 

 
み

己
(1962年12月28日生)

    1985年    4 月 日本水産株式会社入社
    2012年    4 月 同社名古屋支社長
    2020年    3 月 同社大阪支社長
    2020年    6 月 当社取締役（現任）
    2020年    6 月 日本水産株式会社執行役員大阪支社長（現任）

－株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
三谷拓己氏は、社外取締役候補者であります。同氏は水産業界での豊富な経験に基づき、社外取締役
として、当社経営に対するご意見やご指導が当社の発展に寄与できるものと期待したため、社外取締
役候補者といたしました。また、同氏が選任された場合は、指名・報酬委員会の委員として当社の取
締役等の選解任に関する事項などについて、客観的観点から関与いただく予定です。

（注）１．三谷拓己氏は、日本水産株式会社の執行役員大阪支社長を兼務しております。当社は同社との間に商
品の仕入れ等の取引があります。なお、他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありませ
ん。

２．松葉知幸氏及び三谷拓己氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって松葉知幸氏が13年、三谷拓己氏が２年となります。

３．松葉知幸氏及び三谷拓己氏は、当社との間で、会社法第427条第１項及び当社定款第23条第２項の
規定により、会社法第423条第１項に定める責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な
過失がないときは、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結しておりま
す。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間の上記責任限定契約を継続する予定でありま
す。

４．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結
しており、当社取締役を含む被保険者の業務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係
る請求を受けることによって生ずる損害を当該保険契約によって填補することとしております（ただ
し、法令違反の行為であることを認識して行った場合等を除く）。各候補者が取締役に選任され就任
した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内
容での更新を予定しております。

５．当社は、松葉知幸氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任
が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
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氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
及び重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数
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まさ

正
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
なお

尚
(1954年9月23日生)

1978年4月 当社入社
2009年7月 当社総務部長代理
2010年4月 当社人事法務部長
2018年9月 当社内部監査室長（現任）

14,779株

補欠監査役候補者とした理由
阪本正尚氏が監査役に就任した場合には、当社において主に管理部門に長年従事した豊富な経験と幅広い見
識を当社の監査に反映できるものとして、補欠監査役候補者といたしました。

第３号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の選任を
お願いいたしたいと存じます。
　なお、補欠監査役の選任は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりこ
れを取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．阪本正尚氏が監査役に就任した場合は、当社との間で、会社法第427条第１項及び当社定款第31条

第２項の規定により、会社法第423条第１項に定める責任について、その職務を行うにつき善意でか
つ重大な過失がないときは、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結す
る予定であります。

３．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結
しており、当社監査役を含む被保険者の業務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係
る請求を受けることによって生ずる損害を当該保険契約によって填補することとしております（ただ
し、法令違反の行為であることを認識して行った場合等を除く）。阪本正尚氏が監査役に就任した場
合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での
更新を予定しております。

４．阪本正尚氏の所有する当社の株式の数には、2022年３月31日現在の従業員持株会の持分を含んでお
ります。

以　上
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事 業 報 告
(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（添付書類）

１．企業集団の現況に関する事項
当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。

以下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。これに伴
い、当連結会計年度おける売上高は、前連結会計年度と比較して大きく減少しております。そのた
め、以下の経営成績に関する説明は、売上高については増減額を記載しておりません。

1-1．事業の経過及びその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による緊急事態宣

言やまん延防止等重点措置の発出により経済活動が制限される状況となりました。感染者数の
減少した時期においては経済活動の制限が緩和され、消費が回復に向かう動きもありました。
しかし、変異株の出現等により感染者が増加に転じると、再び消費は減退しました。また第４
四半期（１月～３月）においては、ウクライナ情勢の緊迫化に伴い原材料価格が高騰するな
ど、先行きは不透明な状況にあります。

当水産流通業界におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響が一時的に改善された時
期もありましたが、外食関係の消費は依然低迷しており、また量販店を中心とした小売業も前
期のような力強さを欠く状況となりました。天然水産資源の減少、物流コストの増大に加え、
諸外国での個人消費の回復及び日米の金利差による円安の加速等もあり、魚価は高値圏が続
き、大変厳しい経営環境となりました。

このような状況のもと、当社グループでは、安全・安心な水産物を安定供給するという社会
的使命を果たすべく、産地出荷者とのネットワークの強化や海外との取引強化等に努めてまい
りましたが、当連結会計年度の経営成績は、売上高は887億88百万円となりました。損益面
では、営業損失は１億90百万円（前期は81百万円）、経常損失は１億19百万円（前期は経常
利益46百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は18百万円（前期は親会社株主に帰属す
る当期純利益６億53百万円）となりました。

なお、収益認識会計基準等の適用前の基準による当連結会計年度の売上高は1,140億36百
万円で、前期比0.2％減となっております。
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セグメントの概況 （単位：百万円）
事 業 セ グ メ ン ト 売 上 高 営業利益又は営業損失(△)

水 産 物 販 売 事 業 88,600 △57

冷 蔵 倉 庫 等 事 業 235 ４

計 88,835 △52

調 整 額 （注1）△47 （注2）△137

合 計 88,788 △190

各セグメントの経営成績は次のとおりであります。
【水産物販売事業】
水産物販売事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により、量販店を中心とする内食関係

は底堅い需要があったものの、外食関係の需要が落ち込み、高価格帯商品が販売不振となりま
した。また、サバ、サンマ、イカ等大衆魚は漁獲量の低迷により、ブリ、タイ等養殖魚は在池
量の減少により魚価が上昇しました。輸入魚も円安や海外加工場の稼働低下、海上運賃の高騰
等により、主要魚種である鮭鱒、カニ、タコ、スリミ等の魚価は引き続き高値圏で推移してお
ります。このような厳しい状況下、多様化する需要に応えるべく積極的な集荷、販売と粗利率
の改善に取り組みましたが、売上高は886億円となり、セグメント損失は57百万円（前期は
セグメント利益86百万円）となりました。

なお、収益認識会計基準等の適用前の基準による当連結会計年度の売上高は1,138億48百
万円で、前期比0.2％減となっております。

【冷蔵倉庫等事業】
冷蔵倉庫等事業は、売上高は２億35百万円（前期比1.2％減）となりましたが、利益面では

売上原価及び販売費及び一般管理費が減少したことにより、セグメント利益は４百万円（前期
比30.9％増）となりました。

なお、収益認識会計基準等を適用したことによる売上高への影響はありません。

（注）１．売上高の調整額はセグメント間の内部売上高であります。
２．営業利益又は営業損失の調整額は主に各セグメントに配分していない全社費用であります。
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1-2．資金調達等についての状況
⑴　資金調達の状況

当社は、2022年3月31日に第３回無担保社債を発行し、６億円の資金調達を行いました。
⑵　設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資については特記すべき事項はありません。

区 分 2018年度
第 84 期

2019年度
第 85 期

2020年度
第 86 期

2021年度
第87期(当期)

売 上 高 128,657 125,056 114,239 88,788

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 （ △ ） 383 394 46 △119
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当
期 純 利 益 又 は 親 会 社 株 主
に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 （ △ ）

406 168 653 △18

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
1 株 当 た り 当 期 純 損 失 （ △ ） 29円62銭 12円25銭 47円73銭 △１円38銭

純 資 産 7,007 6,831 7,673 7,554

総 資 産 21,802 19,963 20,165 21,070

１ 株 当 た り 純 資 産 額 510円58銭 497円77銭 580円12銭 567円01銭

1-3．直前三事業年度の企業集団の財産及び損益の状況
（単位：百万円）

（注）１．１株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に
より算出しております。

２．１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
３．当連結会計年度の期首から、収益認識に関する会計基準等を適用しております。これに伴い、従来の

会計処理方法に比べて、売上高が25,248百万円減少しております。
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1-4．対処すべき課題
⑴　経営方針・経営戦略等
　当社グループは、「企業理念」並びに「経営理念」の下、水産物販売事業を中核とし、冷蔵
倉庫事業など食料品に関する多様な事業を営んでおります。
　水産物販売事業では、卸売市場法に基づき、京阪神地区を中心とした卸売市場において水産
物卸売会社として、集荷・分荷・価格形成等を公正かつ透明性をもって行い、生鮮食料品等を
安定して供給する食品流通の核としての役割を担っております。
　当社グループの属する水産流通業界は、海洋環境や気候変動等の影響により水産物の漁獲状
況が増減するなど様々な要因が業績に影響しております。また消費者のライフスタイルの変化
とともに水産物に求められるものが変わってきております。
　こうした環境下で、国内の水産物消費は減少傾向が続いていますが、海外での需要は高まっ
ています。
　当社グループは、こうした水産物の調達面と流通面の変化を捉えて、水産物流通の核として
の役割は堅持しつつ、新たな需要の開拓や付加価値の向上に努めてまいります。

『企業理念』
　大水グループは、自然の恵みに感謝し、古（いにしえ）からの食文化を守り、新たな食の創
造に挑戦していきます

　＜企業理念に込めた思い＞
　水産資源の持続的利用と地球環境の保全につながる思い
　　⇒「自然の恵みに感謝する」
　歴史ある日本の食文化の伝統や卸売市場の役割を支えていきたい思い
　　⇒「古(いにしえ)からの食文化を守る」
　様々な環境変化を先取りし、食を通じて人々の健康と幸福に貢献したい思い
　　⇒「新たな食の創造に挑戦する」

『経営理念』
　①水産物流通の担い手として誇りを持ち、人々の健康と幸福に貢献します。
　②企業も社員も常に質の向上を目指し、変革を推進していきます。
　③社員全員が働きがいの持てる企業を創っていきます。
　④企業として顧客、仕入先、株主など関係者からの期待に応え、社会的信頼を高めます。
　⑤関西を基盤に世界を視野に入れた活動をしていきます。
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⑵　経営環境及び優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
　当社グループの中心となる水産物卸売事業を取り巻く事業環境は、大変厳しい状況が続いて
います。イカ、サケ、サンマなどの主要な魚種の漁獲が不安定であったり、水産物流通の多様
化により卸売市場を経由しての取扱量が減少したり、消費者ニーズの変化により水産物消費の
減少傾向が続いております。加えて、一昨年来の新型コロナウイルス感染症の拡大により社
会、経済活動が停滞し、飲食業を中心に総じて水産物の需要が減少しております。
　一方、健康志向の高まりや魚のおいしさが見直されつつあるなど、水産物に対する潜在需要
はあると思われます。また世界での水産物の生産量は中長期的には増加傾向にあり、水産業は
成長産業と言われております。
　こうした環境下で、2020年６月より改正卸売市場法が施行されました。卸売市場は従来通
り食品流通の核と位置付けられつつ、新規需要の開拓や付加価値の向上など新たな役割が求め
られています。また同年12月より改正漁業法が施行され、2022年12月には、特定水産動植
物等の国内流通の適正化等に関する法律（水産流通適正化法）が施行されます。科学的根拠に
基づき適切に水産資源の管理を行い、持続的な水産業を進めていくことが明示されました。
　水産流通業を取り巻く需要と供給、制度面等の急激かつ大きな環境変化のなかではあります
が、2019年に策定した中期経営計画において掲げた当社グループの【目指す姿】とその実現
のための【５つの課題】を今年度においても引き続き確実にかつスピードをもって実行してい
くことが、当社グループの社会的使命でありステークホルダーの皆様の期待に応えるものと考
えております。
　また、2022年度より、新人事賃金制度を導入しました。社員一人一人の知識、技能、経
験、強みは様々です。それぞれの社員が最大限に力を発揮し、組織に貢献し、評価され、成長
しながら将来のキャリアプランを描けるようにするのが目的です。この新制度を早期に定着さ
せ、成長につなげるため、階層別の教育研修を実施してまいります。

【目指す姿】
生産者とお客様の求めるものを最適につなぐ水産物を中心とした卸売企業になる
【５つの課題】
①営業力と調達力を強くして、成長する。
生産者との関係をより強化する他、流通及び加工の最適な仕組み作りや差別化できる商品
を取り扱っていく。

②収益力を高めて、質の向上を図る。
業務の見直しを行い生産性の向上を図り、価値の高い仕事への取り組みや仕事の質を向上
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させることで収益力の向上につなげていく。また、物流費及び管理費の見直しを行うほ
か、IT機器の活用を推進していく。

③社員が誇りを持ち、働きがいのある職場にする。
働き方改革を推進し、業務の標準化、IT化等で生産性を高めていくとともに、人事制度の
見直し、社員教育の充実を図っていく。

④企業として社会からの信頼を高め、一段上を目指す。
財務体質の強化及びコンプライアンス・ガバナンス体制の強化を図る。また、SDGsへの
取り組みや社会貢献活動を充実させていく。
⑤関西を基盤に、世界の水産物市場を視野に入れて活動する。
京阪神を中心に7市場を持つ強みを生かすとともに、グループ会社との連携をより強化し
企業価値の向上を図る。またM&Aや業務提携にも積極的に取り組み事業の拡大を目指
す。

⑶　経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等
　当社グループでは、成長性と収益性を確保するという観点から、企業収益の基本的な指標と
なる「取扱高（※）」及び「経常利益」を重要な指標として位置づけております。
　2019年度からの3カ年中期経営計画の最終年度である2021年度数値目標（連結ベース）
は、取扱高（※）1,350億円、経常利益７億円でした。しかし、2020年年初からの新型コロ
ナウイルス感染症拡大により社会・経済活動が低迷し、当社グループの業績にも大きく影響し
たため、2021年度の目標数値を取扱高1,200億円、経常利益３億円としておりましたが、結
果は取扱高1,140億36百万円、経常損失１億19百万円となりました。
（※）2020年度適用の会計基準による売上高であり、2021年度より収益認識会計基準等を
適用したことにより取扱高としております。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、本年2月以降のウクライナ情勢の悪化等も
あり水産物を含め物価が大幅に上昇し、先行きは一層不透明さを増しております。このような
状況を踏まえ、2022年度の見通しを精査のうえ、連結売上高908億円（収益認識会計基準等
適用後）、経常利益３億30百万円を目標数値といたします。

事 業 事 業 内 容
水 産 物 販 売 事 業 中央卸売市場を主要拠点として水産物等の販売事業を行っております。
冷 蔵 倉 庫 等 事 業 水産物の物流拠点として冷蔵倉庫事業を行っております。

1-5．企業集団の主要な事業セグメント　（2022年３月31日現在）
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会 社 名 営 業 所 名 所 在 地

当 　 　 社

本社・大阪本場支社 大阪市福島区
東部支社 大阪市東住吉区
北部支社 大阪府茨木市
京都支社 京都市下京区
神戸支社 神戸市兵庫区
神戸支社明石営業部 兵庫県明石市
神戸東部支社 神戸市東灘区

株 式 会 社 京 都 興 産 本社 大阪市北区
丸 魚 食 品 株 式 会 社 本社 京都市南区
株 式 会 社 大 分 水 産 本社 大分県大分市
株 式 会 社 別 府 魚 市 本社 大分県別府市
大 阪 東 部 冷 蔵 株 式 会 社 本社・物流センター 大阪市東住吉区

事 業 種 類 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
水 産 物 販 売 事 業 421名（156名） 9名減（2名増）
冷 蔵 倉 庫 等 事 業 20名（  3名） 1名減（1名減）
全 社 （ 共 通 ） 5名（ － ） － （ － ）
合 計 446名（159名） 10名減（1名増）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
336名（136名） 10名減（3名増） 46.0歳 20.2年

1-6．主要な営業所及び使用人の状況
⑴　企業集団の主要拠点等　（2022年３月31日現在）

⑵　使用人の状況　（2022年３月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は、就業員数であり、パートタイマーは（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない部門に所属してい
るものであります。

②当社の使用人の状況

（注）使用人数は、就業員数であり、パートタイマーは（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

－ 17 －



会 社 名 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容
％

株 式 会 社 京 都 興 産 100.0 水産物販売事業
丸 魚 食 品 株 式 会 社 100.0 水産物販売事業
株 式 会 社 大 分 水 産 100.0 水産物販売事業
株 式 会 社 別 府 魚 市 100.0 水産物販売事業
大 阪 東 部 冷 蔵 株 式 会 社 100.0 冷蔵倉庫事業

1-7．重要な子会社の状況

借 入 先 借 入 残 高
百万円

農 林 中 央 金 庫 1,100
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 850
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 450

1-8．主要な借入先及び借入額　（2022年３月31日現在）

（注）借入残高には、当社が発行した社債の引受残高が含まれております。

1-9．剰余金の配当等の決定に関する方針
配当政策に関する基本方針は、業績が消費動向に大きく影響される特質を踏まえたうえで、将来

に向けた安定的な収益基盤づくりのために内部留保の充実を図り、株主の皆様に安定した配当を継
続的に行うこととしております。

剰余金の配当は期末配当の年１回を基本的な方針としており、上記政策に基づき取締役会で配当
を決議しております。

なお、当期の期末配当については１株当たり４円とすることを決議いたしました。

1-10．その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

⑴　発行可能株式総数 47,800,000株
⑵　発行済株式の総数 13,774,819株
⑶　株主数 3,382名

２．株式に関する事項
2-1．上位10名の株主の状況（2022年３月31日現在）
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株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

日 本 水 産 株 式 会 社 4,303 32.30

株 式 会 社 極 洋 1,180 8.86

農 林 中 央 金 庫 694 5.20

大 水 従 業 員 持 株 会 501 3.76

ニ チ モ ウ 株 式 会 社 450 3.37

中 部 水 産 株 式 会 社 259 1.94

寳 船 冷 蔵 株 式 会 社 225 1.69

利 州 株 式 会 社 215 1.61

大 起 産 業 株 式 会 社 196 1.47

水 野 直 明 160 1.20

⑷　大株主の状況 (上位10名)

（注）１．当社は、自己株式を上位10位以内に該当する452,214株保有しておりますが、上記大株主からは除
外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

株式数 交付を受けた者の人数
取締役（社外取締役を除く） 68,640株 6名

2-2．事業年度中に会社役員（会社役員であった者を含む）に対して職務執行の対価として交付さ
れた株式に関する事項

　当社は、取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に対し、株価変動のメリットとリスクを株主の皆
様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を高めることを目的として譲渡制限付株式報酬制
度を導入しております。
　当事業年度中に譲渡制限付株式報酬として交付した株式は、下記のとおりであります。

（注）上記に加えて、取締役でない執行役員６名に対し26,440株を割り当てております。

３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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氏 名 地 位 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

山 　 橋 　 英 一 郎 代 表 取 締 役
社長執行役員

湯 上 信 元 取 締 役
常務執行役員 経営企画室担当

株式会社京都興産　取締役
株式会社大分水産　取締役
株式会社別府魚市　代表取締役社長

重 光 　 誠 取 締 役
常務執行役員 管 理 本 部 長

中 野 隆 雄 取 締 役
常務執行役員 営 業 本 部 長

児 島 　 實 取 締 役
常務執行役員

大 阪 鮮 魚 部 門
大 阪 鮮 魚 統 括
兼大阪本場支社長

片 野 博 雄 取 締 役
上席執行役員 管理本部副本部長 株式会社京都興産　監査役

丸魚食品株式会社　監査役

松 葉 知 幸 取 締 役 弁護士（松葉・中村法律事務所）
TOYO TIRE株式会社　社外監査役

三 谷 拓 己 取 締 役 日本水産株式会社　執行役員大阪支社長

齋 藤 　 守 常 勤 監 査 役

百 々 季 仁 監 査 役 公認会計士
株式会社エースアドバイザリー　代表取締役

小 山 内 　 雄 　 彦 監 査 役 株式会社極洋　大阪支社長

４．会社役員に関する事項
4-1．会社役員の状況　（2022年３月31日現在）

（注）１．取締役松葉知幸氏及び三谷拓己氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役齋藤守氏、百々季仁氏及び小山内雄彦氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり

ます。
３．監査役百々季仁氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
４．当社は、取締役松葉知幸氏及び監査役百々季仁氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出をしております。
５．株式会社京都興産、丸魚食品株式会社、株式会社大分水産及び株式会社別府魚市は、当社の子会社で

あります。
６．当社は、日本水産株式会社及び株式会社極洋との間に営業上の取引があります。

また、当社は、松葉・中村法律事務所、TOYO TIRE株式会社及び株式会社エースアドバイザリーと
の間には記載すべき特別の関係はありません。

７．監査役内山和彦氏及び傍島康之氏は、2021年６月24日に辞任いたしました。
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4-2．補償契約に関する事項等
該当事項はありません。

4-3．役員等賠償責任保険契約に関する事項
　当社は、当社及び当社子会社の取締役、監査役、執行役員、会計監査人、重要な使用人を被保険
者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ております。
　当該保険契約により、被保険者が業務の執行に関し提起される株主代表訴訟、会社訴訟、その他
の第三者訴訟ついて、発生する損害を填補することとしております（ただし、法律違反の行為であ
ることを認識して行った場合等を除く）。
　なお当該保険契約の保険料は、全額を当社が負担しております。

区 分 支 給 人 数
報酬等の種類別の額

報酬等の総額
基 本 報 酬 業績連動報酬等 非 金 銭 報 酬 等 役 員 退 職 慰 労

引 当 金 繰 入 額
取 締 役 8名 147（  7 2 ） 10（   1 ） 17（  1 7 ） 4（   1 ） 179（ 92）
監 査 役 5名 19（  1 9 ） － － 0（   0 ）  19（ 19）

計 13名 167（  9 2 ） 10（   1 ） 17（  1 7 ） 4（   1 ） 199（112）

4-4．取締役、監査役ごとの報酬等の総額
（単位：百万円）

（注）１．上記には、2021年６月24日開催の第86回定時株主総会の終結の時をもって退任した監査役２名が
含まれております。

２．取締役の報酬等の額には使用人兼務取締役の使用人分給与を含めて計算しておりますが、使用人分給
与を含めない取締役の報酬等の額についても（　）内に記載しております。

３．取締役の報酬限度額は、2019年６月20日開催の第84回定時株主総会において年額３億30百万円以
内（うち社外取締役分30百万円以内）と決議いただいております。なお、この報酬額には使用人兼
務取締役の使用人分給与を含めております。

４．非金銭報酬等は、当社の普通株式としての譲渡制限付株式報酬であります。2021年６月24日開催の
第86回定時株主総会において、上記の取締役の報酬年額３億30百万円の範囲内にて、当社の取締役
（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を
年額30百万円以内、その割り当てを受ける譲渡制限付株式の総数は年130,000株を上限として決議
いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、1987年６月26日開催の第52回定時株主総会において月額４百万円以内と
決議いただいております。

６．2021年５月18日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度を2021年６月24日開催の第86回
定時株主総会の終結の時をもって廃止することを決議しております。

4-5．業績連動報酬等に関する事項
　業績連動報酬等の業績指標は、事業年度ごとの営業利益及び経常利益であります。その理由は、
当社グループが策定した経営計画において、収益性判断の重要な指標として当該指標を位置付けて
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いるためであります。業績連動報酬等の額の決定方法については、当該指標に基づき指名・報酬委
員会で審議し、取締役会に答申し決定しております。また、その算定方法については、当社規定に
より定められた各職位の支給基礎額に対し、当該指標を基礎として計算した係数を乗じることで算
出しております。なお、業績指標の目標については具体的に定めておりませんが、当事業年度に係
る業績連動報酬等の算定に用いた業績指標の実績は、直近１年間の当該指標でありました。

4-6．非金銭報酬等に関する事項
　当社は、取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に対し、株価変動のメリットとリスクを株主
の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を高めることを目的として譲渡制限付株
式報酬制度を導入しております。
　当該譲渡制限付株式報酬として交付した株式の状況は、「2-2　事業年度中に会社役員（会社役
員であった者を含む）に対して職務執行の対価として交付された株式に関する事項」に記載のとお
りであります。

4-7．報酬等に関する定款の定め又は株主総会決議に関する事項
　取締役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2019年６月20日であり、同日開催の第84回
定時株主総会において年額３億30百万円以内（うち社外取締役分30百万円以内）と決議しており
ます（この報酬には使用人兼務取締役の使用人分給与を含みます。）。なお、当該定めに係る取締
役の員数は９名（うち社外取締役２名）であります。
　また、2021年６月24日開催の第86回定時株主総会において、上記の取締役の報酬年額３億30
百万円の範囲内にて、当社の取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式に関する報酬等
として支給する金銭報酬債権の総額を年額30百万円以内、その割り当てを受ける譲渡制限付株式
の総数は年130,000株を上限として決議いただいております。なお、当該定めに係る取締役（社
外取締役を除く）の員数は、６名であります。
　監査役の報酬等については、監査役の協議により固定報酬のみとし、報酬の額を決定しておりま
す。また、監査役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は1987年６月26日であり、同日開催の
第52回定時株主総会において月額４百万円以内と決議しております。なお、当該定めに係る監査
役の員数は３名であります。

4-8．各会社役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定方針に関する事項
＜役員の報酬等の額又は算定方法の決定に関する方針の決定方法＞
　当社は2021年６月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等（この報酬等には使
用人兼務取締役の使用人分給与を含みます。）の内容に係る決定方針を決議しております。当該取
締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について、指名・報酬委員会へ諮問し、答申を
受けております。
＜当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等が方針に沿うものであると判断した理由＞
　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等については、社外取締役、社外監査役が過半数を占め
る指名・報酬委員会において厳正に審議されております。また指名・報酬委員会は、独立社外取締
役が委員長を務めております。取締役会は、取締役の個人別の報酬等に関する指名・報酬委員会の
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答申が、当社規程に沿って適切に審議されたものと考えているため、指名・報酬委員会からの答申
を尊重して決議を行っており、方針に沿うものであると判断しております。
＜役員の報酬等の額又は算定方法の決定に関する方針の内容＞
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
１．基本方針
　当社の取締役の報酬等（この報酬等には使用人兼務取締役の使用人分給与を含みます。）は、企
業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう、一部に株主利益と連動し
た報酬を組み合わせることとし、個々の取締役の報酬等の決定に際しては各職責を踏まえた適正な
水準とすることを基本方針とします。具体的には、社外取締役を除く取締役の報酬等は、金銭によ
る固定報酬としての基本報酬、業績に連動する賞与及び譲渡制限の付された当社株式（以下、「譲
渡制限付株式」という）による報酬より構成するものとします。なお、取締役に対する監督機能を
担う社外取締役については、その職責に鑑み、基本報酬のみとします。
　また、取締役会の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しております。同委員会の委員は３名
以上の取締役及び監査役とします。同委員会は委員の過半数を社外役員で構成し、委員長を独立社
外取締役としております。
２．基本報酬（金銭による固定報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える
時期または条件の決定に関する方針を含む）
　取締役の基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて業績や従
業員給与の水準も考慮し、総合的に勘案して決定します。
３．業績連動報酬等の内容及び額の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件
の決定に関する方針を含む）
　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、営業利益及び経常利益
を主要な業績指標として経営計画と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて
指名・報酬委員会の答申を踏まえて見直しを行うものとします。また、業績連動報酬等は現金報酬
とし、各事業年度の目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を、賞与として毎年一定の時
期に支給します。
４．非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期または
条件の決定に関する方針を含む）
　非金銭報酬等は、中長期的な業績向上に対する意識を高めるため、毎年130,000株を上限とす
る株式報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて配分し、毎年一定の時期に交付するものとしま
す。ただし、原則として任期満了による退任の時まで譲渡制限を付すものとし、取締役が解任され
る等、あらかじめ定める事由により退任する場合は、その取締役に割り当てられた譲渡制限付株式
報酬を会社が無償で取得できるものとします。
５．基本報酬、業績連動報酬等、非金銭報酬等のそれぞれの額の取締役の個人別の報酬等の額に対
する割合の決定に関する方針
　取締役の種類別の報酬等の割合は、基本報酬が７割程度、業績連動報酬等（賞与）が２割程度、
非金銭報酬等（譲渡制限付株式報酬）が１割程度を目安とし、指名・報酬委員会で審議のうえ決定
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します。
６．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬等の額については、取締役会から指名・報酬委員会に原案を諮問し、答申を得たう
えで、答申の内容に従って決定するものとします。指名・報酬委員会に諮問する内容は、各取締役
の基本報酬の額及び譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の額並びに各取締
役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配分とします。

4-9．各会社役員の報酬等の額の決定の委任に関する事項
　該当事項はありません。

4-10．その他会社役員に関する重要な事項
該当事項はありません。

区 分 氏 名 主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 松 葉 知 幸

当事業年度開催の取締役会17回のすべてに出席して、必要に応じ弁護
士として独立した観点から発言を行っております。また上記に加え
て、取締役等の選解任に関する事項などを審議し、取締役会に答申す
る指名・報酬委員会の委員長を務め、当事業年度開催の委員会４回の
すべてに出席することなどにより、独立した客観的観点から経営陣の
監督に務めております。

取 締 役 三 谷 拓 己

当事業年度開催の取締役会17回のうち16回に出席して、必要に応じ
水産業界で培った豊富な経験・見地から発言を行っております。また
上記に加えて、取締役等の選解任に関する事項などを審議し、取締役
会に答申する指名・報酬委員会の委員を務め、当事業年度開催の委員
会４回のすべてに出席することなどにより、客観的観点から経営陣の
監督に務めております。

監 査 役 齋 藤 　 守

2021年6月24日就任以降に開催された監査役会11回のすべてに出席
し、また就任以降に開催された取締役会13回のすべてに出席して、主
に金融業界で培った豊富な経験・見地から、必要に応じ発言を行って
おります。また上記に加えて、取締役等の選解任に関する事項などを
審議し、取締役会に答申する指名・報酬委員会の委員を務め、就任以
降に開催された委員会２回のすべてに出席することなどにより、客観
的観点から経営陣の監督に務めております。

監 査 役 百 々 季 仁
当事業年度開催の監査役会15回のうち14回に出席し、また取締役会
17回のうち16回に出席して、必要に応じ公認会計士として独立した
観点から発言を行っております。

監 査 役 小 山 内 雄 彦
2021年6月24日就任以降に開催された監査役会11回のうち９回に出
席し、また就任以降に開催された取締役会13回のうち11回に出席し
て、必要に応じ水産業界で培った豊富な経験・見地から発言を行って
おります。

4-11．各社外役員の主な活動状況等
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4-12．責任限定契約に関する事項
責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（業務執行取締役等を除く）及び監査役の責任限定契約に関する規定を定款
に設けております。
　当該定款に基づき、当社が取締役松葉知幸氏、三谷拓己氏及び監査役の全員と締結した責任
限定契約の内容の概要は次のとおりです。
①取締役の責任限定契約
　取締役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにあ
たり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
を限度として損害賠償責任を負うものとする。
②監査役の責任限定契約
　監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにあ
たり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
を限度として損害賠償責任を負うものとする。

支給人数
報酬等の種類別の額

報酬等の総額 子会社からの
役 員 報 酬 等基 本 報 酬 業績連動報酬等 非 金 銭 報 酬 等 役 員 退 職 慰 労

引 当 金 繰 入 額
７名 26 － － 0 26 －

4-13．社外役員の報酬等の総額
（単位：百万円）

（注）１．上記には、2021年６月24日開催の第86回定時株主総会の終結の時をもって退任した監査役２名が
含まれております。

２．使用人兼務取締役である社外役員はおりませんので、取締役の報酬等の額には使用人分給与は含まれ
ておりません。

３．当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額０百万円の内訳は、社外監査役１名０百万円となりま
す。

4-14．記載内容についての社外役員の意見
該当事項はありません。

５．会計監査人に関する事項
5-1．名称　　　EY新日本有限責任監査法人

5-2．辞任した又は解任された会計監査人に関する事項
該当事項はありません。

5-3．現在の業務停止処分に関する事項
該当事項はありません。
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5-4．過去２年間の業務停止処分に関する事項のうち、会社が事業報告の内容とすべきと判断した事項
該当事項はありません。

5-5．責任限定契約に関する事項
該当事項はありません。

5-6．補償契約に関する事項等
該当事項はありません。

支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 38

5-7．会計監査人の報酬等の額
（単位：百万円）

（注）１．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、監査活動に係る体制・時間配分の妥当性、また前期
監査の遂行状況や報酬見積りの相当性について確認・検討した結果、会計監査人の報酬等の額につい
て会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

5-8．非監査業務の内容
該当事項はありません。

5-9．解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、会計監査人の変更が妥当であると判
断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定しま
す。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当し、解任が相当と認められる
場合には、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由
を報告いたします。

６．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
6-1．決議の内容の概要
当社は、法令及び定款、社内諸規程を遵守し、経営の健全性、透明性、収益性、成長性を確保
し、永続的に企業価値を高めていく上で、内部統制システムを重要な基盤として捉え内部統制の強
化と、その有効性の継続的な運用を図っていきます。
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⑴　当社及び子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
①役職員の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するため、「企業理念」「経営理
念」「大水行動規範」を制定し、役職員はこれを遵守する。
②「取締役会規則」をはじめとする社内諸規程を制定し、その徹底を図る。
③当社法務担当部署をコンプライアンスの統括部署とし、コンプライアンス委員会においてコン
プライアンス上の諸課題を審議すると共に、法務担当部署と同委員会は連携して役職員に対す
る教育研修を実施する。

④役職員の職務執行の適切性を確保するため、社長直轄の内部監査室を設置する。内部監査室は
「内部監査規程」に基づき当社及び子会社に対する監査を実施する。また、内部監査室は必要
に応じて会計監査人と情報交換を行い効率的な内部監査を実施する。
⑤当社及び子会社のコンプライアンスに係る内部通報及び相談窓口として、内部監査室及び社外
の弁護士へのホットラインを設けると共に、役職員がコンプライアンスに係る意見を投書する
ことができる投書箱を、当社及び子会社の全拠点に設置する。

⑥「大水行動規範」に基づき、公共の秩序や安全を脅かす反社会的な勢力には毅然とした態度で
臨み、不当な要求等を一切排除する。また、その行動指針となる、「反社会的勢力との取引排
除規程」の整備を行う。

⑵　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①取締役会議事録、稟議書、その他重要な書類等の取締役の職務執行に係る情報の取り扱いは、
「文書管理規程」等の社内規程に基づき文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理す
る。
②当該文書の管理部署である総務担当部署は、取締役及び監査役の閲覧請求に対して、いつでも
これらの文書を閲覧に供する。

⑶　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①「リスクマネジメント規程」を制定のうえ、多様なリスクを可能な限り未然に防止するものと
し、危機発生時の企業価値の毀損を極小化するための体制として、当社の社長及び執行役員で
構成されるリスクマネジメント会議を設置し、当社及び子会社のリスクマネジメント推進に係
る課題及び対応策を定期的に審議する。
②不測の事態や危機の発生時に当社及び子会社の事業継続を図るため「危機管理規程」を策定
し、役職員に周知する。

⑷　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①定期の取締役会を原則として毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を行うため臨時取締役
会を開催するものとし、適切な職務遂行に支障を来たさぬ体制を確保する。

②当社の取締役会の下に執行役員で構成された経営会議を設置して定期的に開催するものとし、
取締役会の意思決定に資するため、取締役会付議事項の事前検討を行うほか、取締役会で決定
した方針及び計画に基づき、取締役会の指示、意思決定を執行役員に伝達する。また社長は執
行役員に経営の現状を説明し、各執行役員は各自の業務執行状況の報告を行う。
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③当社の取締役会の下に執行役員及び子会社の社長で構成されたグループ経営会議を設置して定
期的に開催するものとし、当社社長は執行役員及び子会社の社長にグループ経営の現状を説明
するほか、子会社における諸課題を審議する。
④日常の職務の遂行において、取締役会の決定に基づく職務の執行を効率的に行うため、「業務
分掌規程」、「職務権限規程」等の社内諸規程に基づき、権限の委譲を行い、各レベルの責任
者が意思決定ルールに則り業務を分担する。
⑤「関係会社管理規程」を制定し、子会社の取締役の職務の執行に関する意思決定、当社への報
告等に関する手続きを定める。

⑸　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①「企業理念」「経営理念」「大水行動規範」を当社グループで共有し、グループとしての企業
価値の向上と業務の適正を確保する。
②内部監査室による業務監査により、当社グループの業務全般にわたる内部統制の適正性と有効
性を確保する。
③当社より子会社に取締役及び監査役を派遣し、法令違反、不正行為の抑止、未然防止を図る体
制を整備する。

⑹　子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　「関係会社管理規程」において、子会社における経営上の重要事項の当社への報告を義務づけ
る。また、グループ経営会議において、子会社社長から職務の執行状況の報告を受ける。
⑺　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項及び当該使用人の取締役からの独立性並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保
に関する事項

①監査役の職務を補助すべき使用人は、必要に応じその人員を確保する。
②当該使用人が監査役の職務を補助すべき期間中の指揮権は監査役に委譲され、取締役の指揮命
令を受けないことにより、その独立性を確保する。

③当該使用人の人事評価については、監査役会の意見を尊重することにより、監査役からの指示
の実効性を確保する。

⑻　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を
受けた者が当社の監査役に報告をするための体制その他の当社の監査役への報告に関する体制
①当社の監査役への報告事項は以下のとおりとする。
ａ）取締役会及び経営会議並びにグループ経営会議で決議又は報告された事項
ｂ）会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
ｃ）内部監査の実施状況及びその結果
ｄ）重大な法令違反等
②役職員は、当社の監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う。
③当社及び子会社の内部通報制度の担当部署である内部監査室は、内部通報・相談の状況及び通
報・相談された事案の内容について、定期的に当社の監査役に報告する。
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⑼　上記⑻の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確
保するための体制
　当社監査役に上記⑻の報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱い
を行うことを禁止すると共に、その旨を役職員に対する教育研修等を通じて周知徹底する。
⑽　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用を請求
したときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められる
場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑾　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①代表取締役及び内部監査室は、監査役と定期的に意見交換を行う。
②監査役は、取締役会に出席するとともに、経営会議等重要な会議に出席することにより、重要
な報告を受ける体制とする。
③監査役会は定期的に会計監査人から監査の状況報告を受けることにより、監査環境を整備し監
査の有効性、効率性を高める。

⑿　財務報告の信頼性を確保するための体制
　内部統制委員会を設置し、代表取締役社長を委員長として財務報告の適正を確保するため、全
社的な統制活動及び各業務のプロセスの統制活動を強化し、その運用体制を構築する。

6-2．体制の運用状況の概要
⑴　コンプライアンスに対する取り組み
　管理本部長を委員長とするコンプライアンス委員会を原則として毎月１回開催し、コンプライ
アンス統括部署である人事法務部を中心にコンプライアンス上の課題解決に取り組んでおりま
す。具体的取り組みとして、当社独自の「コンプライアンス・ハンドブック」及び「コンプライ
アンスの手引」を作成して全従業員に配布しているほか、半期に１回、全従業員を対象にコンプ
ライアンス研修会を実施し、コンプライアンス意識の向上に取り組んでおります。
　このほか、内部監査室及び社外の法律事務所に内部通報窓口を設けるとともに、子会社を含め
各拠点に懸案事項を匿名でも投書できる投書箱を設置し、従業員が内部通報しやすい環境を整え
ております。さらにハラスメント相談受付窓口となる担当者を各拠点に配置し、ハラスメント案
件の把握と早期解決に努めております。
⑵　リスク管理に対する取り組み
　「リスクマネジメント規程」に基づき、社長及び執行役員をもって構成するリスクマネジメン
ト会議を四半期に１回開催し、大水グループとしての当年度のリスクマネジメント運営プログラ
ムを決定のうえ、運営状況を審議、評価し、リスク回避策を講じております。これらの運営状況
は取締役会に報告しております。子会社でのリスク対策についても、年に２回、同会議に報告さ
れ、取組内容の評価を行っております。
　また、「危機管理規程」に基づいて新型コロナウイルス対策本部を設置し、感染予防に取り組
んでおります。具体的には、マスク装着の徹底、手指の消毒や換気の徹底のほか、PCR検査キッ
ト等の備え置き、一部従業員の時差出勤やテレワークの導入を進めております。万一感染者が発
生した場合には、直ちに周辺の消毒と当社ウェブサイトでの情報開示を行っております。
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⑶　職務執行の効率性の確保のための取り組み
　「経営会議規程」に基づき、社長及び執行役員をもって構成する経営会議を毎月１回開催し、
業務全般に対する方針を審議し、業績レビューを行いました。また、社長、執行役員、当社から
子会社へ派遣した役員に子会社社長を加えたグループ経営会議を四半期に１回開催し、子会社の
業務全般に対する方針を審議し、業績レビューを行い、グループ各社間の連携についても検討し
ております。これらの会議で審議した重要事項は取締役会に報告又は提議しております。
⑷　業務の適正の確保のための取り組み
　内部統制基本方針のもと、当社グループの業務全般にわたる統制活動を強化し、業務の適正や
財務報告の信頼性を確保するための体制を構築しております。
　具体的には、内部統制委員会を設けて統制活動を推進し、内部監査室が全社的な統制活動、各
業務プロセスの統制活動、及びIT全般統制等の監査を行い、同委員会において財務報告に係る内
部統制の適正と有効性の評価を行っております。
　また、内部統制委員会において、内部統制基本方針に沿った取組みについての各所管部署から
の個別の報告内容を検証して、内部統制システムの運用状況の評価を行っております。
⑸　監査役監査の実効性の確保のための取り組み
　常勤監査役は、経営会議、グループ経営会議、リスクマネジメント会議、コンプライアンス委
員会、内部統制委員会等の重要な会議に出席しているほか、子会社を含む取締役や従業員から資
料の提出を受け、内容の閲覧または聴取を行うことにより、業務の執行状況を確認しておりま
す。
　また、内部通報制度の運用状況について、内部監査室より適宜報告を受けております。その
他、代表取締役、会計監査人及び内部監査室との間で意見交換を行い、意思疎通を図りました。

７．株式会社の支配に関する基本方針に関する事項
該当事項はありません。

８．特定完全子会社に関する事項
該当事項はありません。

本事業報告中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、１株当
たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失については、表示数値未満を四
捨五入しております。

９．親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。
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（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産
現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
短期貸付金
未収消費税等
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
器具及び備品
土地
リース資産
その他

無形固定資産
ソフトウエア
電話加入権
その他

投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
破産更生債権等
固定化営業債権
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

15,715
2,283
22

7,587
5,376
150
213
222

△139
5,355
2,675
766
108
58

1,723
10
9

89
54
9
25

2,591
2,284
376
231
1,015

6
110

△1,434　

流動負債 9,747
支払手形及び買掛金 6,882
短期借入金 1,750
1年内返済予定の長期借入金 250
未払金 376
未払法人税等 34
賞与引当金 130
その他 324

固定負債 3,769
社債 600
長期借入金 600
繰延税金負債 337
再評価に係る繰延税金負債 251
役員退職慰労引当金 67
退職給付に係る負債 1,451
その他 460
負 債 合 計 13,516
（ 純 資 産 の 部 ）

株主資本 6,379
資本金 2,352
資本剰余金 497
利益剰余金 3,644
自己株式 △114

その他の包括利益累計額 1,174
その他有価証券評価差額金 876
繰延ヘッジ損益 △7
土地再評価差額金 217
退職給付に係る調整累計額 88
純 資 産 合 計 7,554

資 産 合 計 21,070 負 債 ･ 純 資 産 合 計 21,070

連 結 貸 借 対 照 表
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 88,788
売上原価 82,854

売上総利益 5,933
販売費及び一般管理費 6,123

営業損失 190
営業外収益

受取利息 6
受取配当金 65
受取賃貸料 161
その他 46 279

営業外費用
支払利息 20
賃貸費用 90
貸倒引当金繰入額 56
その他 40 208
経常損失 119

特別利益
固定資産売却益 1
投資有価証券売却益 179 180

特別損失
減損損失 5
固定資産除却損 15 20

税金等調整前当期純利益 40
法人税、住民税及び事業税 24
法人税等調整額 35 59
当期純損失 18
非支配株主に帰属する当期純損失 －
親会社株主に帰属する当期純損失 18

連 結 損 益 計 算 書
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,352 497 3,729 △138 6,440

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △66 △66
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △18 △18

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 24 24
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － △84 24 △60

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,352 497 3,644 △114 6,379

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日 残 高 962 △9 217 63 1,233 7,673

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △66
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △18

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 24
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △85 1 － 25 △58 △58

連結会計年度中の変動額合計 △85 1 － 25 △58 △119

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 876 △7 217 88 1,174 7,554

連結株主資本等変動計算書
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②　無形固定資産
（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

（連結注記表）
Ⅰ　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
子会社は㈱京都興産、丸魚食品㈱、㈱大分水産、㈱別府魚市及び大阪東部冷蔵㈱の５社であ
り、すべてを連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の関連会社はありません。
⑵　持分法を適用していない関連会社は大阪府中央卸売市場水産物精算㈱、大分魚函サービス

㈱、大分水産物精算㈱であります。
⑶　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益及び利益剰余金（ともに持分に見合う額）

等に及ぼす影響は軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用から除
外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法を採用しております。
その他有価証券

市場価格のない 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
株式等以外のもの 入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用

しております。
市場価格のない 移動平均法による原価法を採用しております。
株式等

②　棚卸資産 主として個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

③　デリバティブ 時価法を採用しております。
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法を採用しております。
(リース資産を除く) ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法を採用しております。
また、大阪東部冷蔵㈱は建物及び構築物について定額法を採用
しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　７～50年
機械装置及び運搬具　　　　　６～17年
器具及び備品　　　　　　　　３～20年

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。
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⑷　退職給付に係る負債の
計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金
資産を控除した額を計上しております。

①　退職給付見込額の
期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

②　数理計算上の差異及び
過去勤務費用の
費用処理方法

過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により
費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。

③　未認識数理計算上の差異
及び未認識過去勤務費用
の費用処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、
税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計
額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

④　その他の退職給付に係る
会計処理の方法

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす
る方法を用いた簡便法を適用しております。

⑸　収益及び費用の計上基準 水産物販売事業におきましては、水産物等を顧客に販売する取
引は、原則として水産物等が顧客に引き渡された時点におい
て、例外として国内取引かつ出荷から引渡しまでの期間が通常
の期間となる場合は水産物等を当社グループが出荷した時点に
おいて、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認
識しております。水産物等を他の当事者によって顧客に提供さ
れる様手配する取引は、代理人取引として水産物等が顧客に引
き渡された時点において履行義務が充足されると判断し、当該
時点で収益を認識しております。
冷蔵倉庫等事業におきましては、冷蔵庫に顧客の物品を保管す
る取引については、一定の期間にわたり履行義務が充足される
と判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識し
ております。冷蔵庫での保管前後に顧客の物品を運搬、仕分す
る取引については、利用に応じて履行義務が充足されると判断
し、サービスを提供した時点で収益を認識しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準により計上し
ております。

③　役員退職慰労引当金 連結子会社の役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しております。

－ 35 －



⑺　消費税等の会計処理の方法 消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費
税等は、当連結会計年度の費用として処理しております。

⑻　のれんの償却方法及び
償却期間

当社はのれんの償却について、その効果の発現する期間を個別
に見積り、その期間に応じて定額法により償却しております。
なお、償却期間は５年であります。

⑼　連結納税制度の適用 当社及び連結子会社は、当社を連結納税親会社として、当連結
会計年度より連結納税制度を適用しております。

⑽　連結納税制度から
グループ通算制度への
移行に係る税効果会計の
適用に関する取扱いの適用

当社及び連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度
からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、
「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)に
おいて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算
制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目
については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に
係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39
号2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に
係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産
及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づい
ております。
なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用す
る場合における法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計
処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する
場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第
42号　2021年８月12日）を適用する予定であります。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引につ

いては、振当処理の要件を充たしている場合は振当処理を採用
しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務及び予定取引

③　ヘッジ方針 主に当社の内規である「経理規程」及び「輸出入取引等および
外国為替管理基準」に基づき、外貨建取引について、該当部署
が実需の範囲内で個別に為替予約を実施し、全体のポジション
は経理部が管理し、為替変動リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債等に関する重要な条件が
同一であり、有効性がおおむね100％であることが明らかであ
るため、有効性の判定は省略しております。
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Ⅱ　会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支
配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識することといたしました。これにより、従来顧客から受け取る対価の総額を収益として認
識しておりましたが、顧客への販売における当社グループの役割が他の当事者によって商品が
提供される様手配する代理人に該当する取引については従来売上原価に計上していた当該他の
当事者に対する支払額を、顧客に支払う対価が存在する取引については従来販売費及び一般管
理費に計上していた当該顧客に対する支払額を、それぞれ顧客から受け取る対価の総額から差
し引いて収益として認識しております。また、買戻し義務を負っている有償支給取引につい
て、有償支給先に残存する支給品を商品及び製品として認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合
の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会
計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連
結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契
約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、従前の会計処理と比較して、当連結会計年度の売上高は252億48百万円減少し
ておりますが、売上原価が247億５百万円、販売費及び一般管理費が５億42百万円減少した
ことにより、営業利益、税金等調整前当期純利益には影響はありません。また、当連結計年度
の利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資
産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」及び「売掛
金」に区分して表示することといたしました。また、収益認識会計基準等を適用したことによ
り発生するリベート等に係る「返金負債」及び当社が顧客に商品を引き渡す履行義務を充足す
る以前に顧客から受け取った前受金等に係る「契約負債」につきましては、それぞれ金額的な
重要性が低いことから流動負債の「その他」に含めて表示しております。なお、収益認識会計
基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法に
より組替えを行っておりません。さらに、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱
いに従って、前連結会計年度に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお
りません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及
び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定
める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたっ
て適用することといたしました。これによる当連結会計年度の連結財務諸表への影響はありま
せん。
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投資有価証券 28百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 2,138百万円

（単位：株）

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年
度 期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年
度 増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年
度 減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年
度 末 株 式 数

発行済株式

普通株式 13,774,819 － － 13,774,819

合計 13,774,819 － － 13,774,819

自己株式

普通株式（注） 547,029 265 95,080 452,214

合計 547,029 265 95,080 452,214

Ⅲ　連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産

　中央卸売市場にて卸売業務を行うための預託保証金として次の資産を担保に供しております。

３．土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、2002年３月

31日に事業用の土地の再評価を行い、評価差額のうち、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価
差額金」として純資産の部に計上しております。なお、当連結会計年度末の時価と再評価後の
帳簿価額との差額は127百万円であります。

Ⅳ　連結損益計算書に関する注記
該当事項はありません。

Ⅴ　連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加及び減少は、単元未満株式の買取り請求による増加265株及び譲渡制限付株
式報酬としての自己株式処分による減少95,080株によるものであります。
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決 議 株 式の
種 類

配 当の
原 資

配 当金
の 総額

１ 株
当 たり
配 当額

基 準 日 効 力 発 生 日

2021年5月11日
取 締 役 会

普 通
株 式

利 益
剰 余金 66百万円 5円 2021年3月31日 2 0 2 1 年 6 月 7 日

決 議 株 式の
種 類

配 当の
原 資

配 当金
の 総額

１ 株
当 たり
配 当額

基 準 日 効 力 発 生 日

2022年5月10日
取 締 役 会

普 通
株 式

利 益
剰 余金 53百万円 4円 2022年3月31日 2 0 2 2 年 6 月 7 日

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

Ⅵ　重要な会計上の見積りに関する注記
当社グループの連結計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき

作成しております。また、連結計算書類の作成にあたっては、一定の仮定に基づき、資産、負債、
収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積りを用いております。当社の経営者は、連結計算書類の
作成にあたって用いた会計上の見積りは合理的であり、現時点の最善の見積りであると判断してお
ります。ただし、当該見積りに用いた仮定には不確実性があり、新型コロナウイルス感染症の感染
状況やその経済環境への影響が変化した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類において、重要
な影響を及ぼす可能性があります。

連結計算書類の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとお
りであります。
１．固定資産の減損の要否

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　　５百万円
⑵　連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社グループは減損の兆候がある資産又は資産グループについて、割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって減損損失の認識の判定を行い、減損損
失を認識すべきであると判定した場合は帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計
上することとしております。

当社グループが、割引前将来キャッシュ・フローの見積りに用いた主要な仮定は売上高及
び限界利益率であり、限界利益率は売上高から売上原価及び売上に対して比例的に増減する
変動費を控除して算定した限界利益を売上高で除することで算定しております。

将来の売上高と限界利益率の算定にあたっては、過去の実績や当社グループの予算に基づ
いて慎重に検討しております。
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将来の売上高を算定するにあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響が2023年３月
期の下期より徐々に薄らぎ、2023年３月期末には通常に戻るとの仮定を用いました。ま
た、将来の限界利益率の算定にあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響による運送コ
スト上昇の影響が長期化すると想定し、通常に戻るのは2025年３月期以降との仮定を用い
ました。

２．繰延税金資産の回収可能性
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　　６百万円

（繰延税金負債と相殺前の金額は90百万円であります。）
⑵　連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性について、事業計画と過去の実績に基づき、
慎重かつ実現可能性の高い将来の収益力に基づく課税所得を合理的に見積り、実行可能なタ
ックスプランを考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範囲で繰
延税金資産を計上しております。

当社グループが、将来の収益力に基づく課税所得の見積りを行うに当たり用いた重要な仮
定は売上高及び限界利益率であり、限界利益率は、売上高から売上原価及び売上に対して比
例的に増減する変動費を控除し算定した限界利益を売上高で除することにより算定しており
ます。

将来の売上高と限界利益率の算定にあたっては、過去の実績や当社グループの予算に基づ
いて慎重に検討しておりますが、新型コロナウイルス感染症の影響を客観的に予測すること
は困難であります。

そのため、当社グループが将来の売上高を算定するにあたっては、新型コロナウイルス感
染症の影響が2023年３月期の下期より徐々に薄らぎ、2023年３月期末には通常に戻るとの
仮定を用いました。また、将来の限界利益率の算定にあたっては、新型コロナウイルス感染
症の影響による運送コスト上昇の影響が長期化すると想定し、通常に戻るのは2025年３月
期以降との仮定を用いました。

３．貸倒引当金の計上
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　15億73百万円
⑵　連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社グループは、貸倒懸念債権等特定の債権に対しては、個別に回収可能性を見積り、債
権と見積もった回収可能額の差額である回収不能額を、貸倒引当金として計上しておりま
す。

回収可能性の算定にあたっては、担保の処分可能見込額や債務者の支払能力を総合的に判
断し、慎重に検討しておりますが、債務者の財政状況の悪化や経済及びその他の状況の変化
により、貸倒引当金の追加計上が必要となる可能性があります。
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勘定科目 連結貸借対照表計上額 時価 差額
⑴　現金及び預金 2,283 2,283 －

⑵　売掛金
貸倒引当金

7,587
△62 7,525 －

⑶　有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券
その他有価証券

28
2,065

28
2,065

0
－

⑷　固定化営業債権
貸倒引当金

1,015
△942 72 －

⑸　支払手形及び買掛金（※１） （6,882) (6,882) －

⑹　短期借入金（※１） （1,750) (1,750) －

⑺　長期借入金（※１、※2） （850) （848) △1
⑻　社債（※１） （600) （600) －

⑼　デリバティブ取引（※3） △11 △11 －

Ⅶ　金融商品の時価に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、短期的な運転資金を銀行等からの借入により調達しております。また一時的
な余資については流動性の高い金融資産を中心に運用しております。

売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社の販売管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま
す。投資有価証券は主として株式であり、上場株式については経理部にて四半期ごとに時価の把
握を行っており、必要に応じて取締役会に報告しております。

支払手形及び買掛金はそのほとんどが短期間に決済されるものであります。借入金及び社債
は、主に営業取引に係る資金調達であり、すべて固定金利のため金利変動リスクはありません。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的と
した先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ
方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重
要な事項「４.会計方針に関する事項⑹　重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

２．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格がないものは含まれておりません（(注)２．参照）。
（単位：百万円）

※１．負債に計上されているものについては（　）で示しております。
※２．長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金の金額を含んでおります。
※３．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 2,065 － － 2,065
デリバティブ取引 － △11 － △11

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、並びに⑵　売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑶　有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

⑷　固定化営業債権
これらは担保による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日にお
ける連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

⑸　支払手形及び買掛金、並びに⑹　短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑺　長期借入金、並びに⑻　社債
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。

⑼　デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額191百万円）は市場価格がないことから、「⑶　有価証券及び投
資有価証券」には含めておりません。

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

現金及び預金 － 2,283 － 2,283
売掛金 － 7,525 － 7,525
有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 28 － － 28
固定化営業債権 － 72 － 72
支払手形及び買掛金 － 6,882 － 6,882
短期借入金 － 1,750 － 1,750
長期借入金 － 848 － 848
社債 － 600 － 600

連結貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高
1,612 1 1,614 1,921

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式、国債は相場価格を用いて評価しております。上場株式、国債は活発な市場で取引されて
いるため、レベル１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、主に一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額を同様の借入に

おいて想定される利率で割り引いた現在価値で算定しており、レベル２の時価に分類しております。
社債

社債の時価は、元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に適用されると想定される利率で割り
引いた現在価値で算定しており、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

現金及び預金、売掛金、固定化営業債権、支払手形及び買掛金、並びに短期借入金
これらの時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２

の時価に分類しております。

Ⅷ　賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の子会社では、大阪府・京都府を中心に、賃貸用マンション、店舗及び駐車場を

有しております。2022年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は72百万円（賃貸
収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は次のとおりであります。
（単位：百万円）

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．期末時価は、不動産評価鑑定基準又はそれに準ずる方法により算定しております。
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当連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）
水産物販売事業

鮮魚 35,428 百万円
塩冷その他 53,171

冷蔵倉庫等事業 187
顧客との契約から生じる収益 88,788 百万円
その他の収益 － 百万円
外部顧客への売上高 88,788 百万円

当連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）
契約負債（期首残高） 81 百万円
契約負債（期末残高） 33 百万円

Ⅸ　収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループにおける主な顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

は、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「４.会計方針に関する事項⑸　
収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。な
お、重要性に乏しいため、「１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」において、履
行義務が充足される時期による分解は行っておりません。

当社グループの取引に関する支払い条件は、通常、概ね2ヶ月のうちに支払期日が到来し、
契約に重大な金融要素は含まれておりません。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

連結貸借対照表上、契約負債は「流動負債」の「その他」に計上しております。契約負債
は、期末時点において当社が顧客に商品を引き渡す履行義務を充足する以前に顧客から受け
取った前受金の残高であります。

当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたもの
は、81百万円であります。
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１．１株当たり純資産額 567円01銭
２．１株当たり当期純損失 1円38銭

本連結計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、１株
当たり純資産額及び１株当たり当期純損失については、表示数値未満を四捨五入しております。

Ⅹ　１株当たり情報に関する注記

Ⅺ　その他の注記
(役員退職慰労金制度等の廃止)

2021年５月18日開催の取締役会において役員退職慰労金制度の廃止を決議し、2021年６月
24日開催の定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給を決議いたし
ました。

これにより、当連結会計年度において「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給の
未払い額61百万円を「長期未払金」として、固定負債の「その他」に含めて計上しておりま
す。

また、2021年５月18日開催の取締役会において執行役員退職金制度の廃止を決議し、それに
伴う打ち切り支給をいたしました。
(譲渡制限付株式報酬制度)

2021年５月18日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員
に対して、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への
貢献意欲を従来以上に高めることを目的として、当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役
員を対象とする新たな報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度（以下、「本制度」という。）
を導入することを決議し、本制度に関連する議案を2021年６月24日開催の第86回定時株主総
会に付議し、承認されました。

なお、2021年７月20日開催の当社取締役会において決議した譲渡制限付株式報酬の割当とし
て2021年８月５日に自己株式95,080株の処分を実施しております。
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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流動資産 13,942 流動負債 8,571
現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
前払費用
関係会社短期貸付金
未収消費税等
その他
貸倒引当金
固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車輌及び運搬具
器具及び備品
土地
リース資産
その他
無形固定資産
ソフトウエア
電話加入権
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
破産更生債権等
固定化営業債権
その他
貸倒引当金　

1,421
15

6,456
5,070
51
927
213
333

△546
4,919
2,190
669
30
22
6
48

1,401
2
9
70
48
7
14

2,658
2,055
367
376
231
1,014
45

△1,433　

受託販売未払金 61
買掛金 5,804
短期借入金 1,750
1年内返済予定の長期借入金 250
リース債務 1
未払金 320
未払法人税等 23
未払費用 89
賞与引当金 96
その他 176
固定負債 3,677
社債 600
長期借入金 600
リース債務 1
繰延税金負債 316
再評価に係る繰延税金負債 251
退職給付引当金 1,480
その他 427
負 債 合 計 12,248
（ 純 資 産 の 部 ）
株主資本 5,533
資本金 2,352
資本剰余金 497
資本準備金 497

利益剰余金 2,799
利益準備金 50
その他利益剰余金 2,748
繰越利益剰余金 2,748

自己株式 △114
評価・換算差額等 1,079
その他有価証券評価差額金 869
繰延ヘッジ損益 △7
土地再評価差額金 217
純 資 産 合 計 6,613

資 産 合 計 18,862 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,862
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損 益 計 算 書
(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 79,468
売上原価 74,687
売上総利益 4,781

販売費及び一般管理費 5,053
営業損失 272

営業外収益
受取利息 15
受取配当金 73
受取賃貸料 140
その他 37 267
営業外費用

支払利息 20
貸倒引当金繰入額 33
賃貸費用 87
その他 42 184
経常損失 190

特別利益
固定資産売却益 1
投資有価証券売却益 179 180
特別損失

減損損失 5
固定資産除却損 15 20

税引前当期純損失 29
法人税、住民税及び事業税 △20
法人税等調整額 43 23
当期純損失 52
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　計 利益準備金
その他利
益剰余金 利益剰余金

合　　計繰越利益
剰　余　金

2 0 2 1 年 4 月 1 日 残 高 2,352 497 497 43 2,874 2,918 △138 5,629
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △66 △66 △66
利 益 準 備 金 の 積 立 6 △6 － －
当 期 純 損 失 △52 △52 △52
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 24 24
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － 6 △125 △119 24 △95
2022年3月31日残高 2,352 497 497 50 2,748 2,799 △114 5,533

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ  の  他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等
合 計

2 0 2 1 年 4 月 1 日 残 高 955 △9 217 1,164 6,793

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △66

利 益 準 備 金 の 積 立 －

当 期 純 損 失 △52

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 24
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△86 1 － △84 △84

事業年度中の変動額合計 △86 1 － △84 △180

2022年3月31日残高 869 △7 217 1,079 6,613

株主資本等変動計算書
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⑵　無形固定資産
(リース資産を除く)

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

（個別注記表）
Ⅰ　重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法を採用しております。
子会社株式及び 移動平均法による原価法を採用しております。
関連会社株式
その他有価証券

市場価格のない 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
株式等以外のもの 入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。
市場価格のない 移動平均法による原価法を採用しております。
株式等

⑵　棚卸資産 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げ方法により算定)を採用しております。

⑶　デリバティブ 時価法を採用しております。
２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産 定率法を採用しております。
(リース資産を除く) ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　７～50年
機械装置及び運搬具　　　　　　６～17年
器具及び備品　　　　　　　　　３～20年

⑶　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準に基づき計上し
ております。
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４．収益及び費用の計上基準 水産物等を顧客に販売する取引は、原則として水産物等が顧客
に引き渡された時点において、例外として国内取引かつ出荷か
ら引渡しまでの期間が通常の期間となる場合は水産物等を当社
が出荷した時点において、履行義務が充足されると判断し、当
該時点で収益を認識しております。水産物等を他の当事者によ
って顧客に提供される様手配する取引は、代理人取引として水
産物等が顧客に引き渡された時点において履行義務が充足され
ると判断し、当該時点で収益を認識しております。

⑶　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費用処理
しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

５．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引につい

ては、振当処理の要件を充たしている場合は振当処理を採用して
おります。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務及び予定取引

⑶　ヘッジ方針 当社は主に内規である「経理規程」及び「輸出入取引等および外
国為替管理基準」に基づき、外貨建取引について、該当部署が実
需の範囲内で個別に為替予約を実施し、全体のポジションは経理
部が管理し、為替変動リスクをヘッジしております。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債等に関する重要な条件が同
一であり、有効性がおおむね100％であることが明らかであるた
め、有効性の判定は省略しております。
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⑶　連結納税制度の適用 当社は、当社を連結納税親会社として、当事業年度より連結納
税制度を適用しております。

⑷　連結納税制度から
グループ通算制度への
移行に係る税効果会計の
適用に関する取扱いの
適用

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度
へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改
正する法律」(2020年法律第８号)において創設されたグループ
通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単
体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制
度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関
する取扱い」（実務対応報告第39号2020年３月31日）第３項
の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第28号2018年２月16日）第44項の定
めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、
改正前の税法の規定に基づいております。
なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場
合における法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理
及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合
の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　
2021年８月12日）を適用する予定であります。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理 計算書類における未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用の取扱いが連結計算書類と異なっており、個別貸借対照表にお
いては、退職給付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識過去
勤務費用を加減した額から年金資産を控除した額を退職給付引当
金に計上しております。

⑵　消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税
等は、当事業年度の費用として処理しております。

Ⅱ　会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識
することといたしました。これにより、従来顧客から受け取る対価の総額を収益として認識し
ておりましたが、顧客への販売における当社の役割が他の当事者によって商品が提供される様
手配する代理人に該当する取引については従来売上原価に計上していた当該他の当事者に対す
る支払額を、顧客に支払う対価が存在する取引については従来販売費及び一般管理費に計上し
ていた当該顧客に対する支払額を、それぞれ顧客から受け取る対価の総額から差し引いて収益
として認識しております。また、買戻し義務を負っている有償支給取引について、有償支給先
に残存する支給品を商品及び製品として認識することといたしました。
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投資有価証券 28百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 813百万円

短期金銭債権 53百万円
短期金銭債務 542百万円

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を
適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の
期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな
会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、従前の会計処理と比較して、当事業年度の売上高は216億31百万円減少してお
りますが、売上原価が211億71百万円、販売費及び一般管理費が４億60百万円減少したこと
により、営業利益、税金等調整前当期純損失には影響はありません。また、当事業年度の利益
剰余金期首残高に与える影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したことにより発生するリベート等に係る「返金負債」及び当社
が顧客に商品を引き渡す履行義務を充足する以前に顧客から受け取った前受金等に係る「契約
負債」につきましては、それぞれ金額的な重要性が低いことから流動負債の「その他」に含め
て表示しております。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、
前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、収益認識
会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る顧客との契約から生
じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定め
る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって
適用することといたしました。これによる当事業年度の財務諸表への影響はありません。

Ⅲ　貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産

中央卸売市場にて卸売業務を行うための預託保証金として次の資産を担保に供しておりま
す。

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４．土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、2002年３月

31日に事業用の土地の再評価を行い、評価差額のうち、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価
差額金」として純資産の部に計上しております。なお、当期末の時価と再評価後の帳簿価額と
の差額は127百万円であります。
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売上高 584百万円
営業費用 5,694百万円
営業取引以外の取引高 21百万円

（単位：株）

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普通株式 547,029 265 95,080 452,214
合計 547,029 265 95,080 452,214

Ⅳ　損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

Ⅴ　株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の総数

注）普通株式の自己株式の増加及び減少は、単元未満株式の買取り請求による増加265株及び譲渡制限付株式報
酬としての自己株式処分による減少95,080株によるものであります。

Ⅵ　重要な会計上の見積りに関する注記
当社の計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しており

ます。また、計算書類の作成にあたっては、一定の仮定に基づき、資産、負債、収益及び費用の報
告額に影響を及ぼす見積りを用いております。当社の経営者は、計算書類の作成にあたって用いた
会計上の見積りは合理的であり、現時点の最善の見積りであると判断しております。ただし、当該
見積りに用いた仮定には不確実性があり、新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経済環境へ
の影響が変化した場合には、翌事業年度の計算書類において、重要な影響を及ぼす可能性があります。

計算書類の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりで
あります。

１．固定資産の減損の要否
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額　　５百万円
⑵　計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社は減損の兆候がある資産又は資産グループについて、割引前将来キャッシュ・フロー
の総額と帳簿価額を比較することによって減損損失の認識の判定を行い、減損損失を認識す
べきであると判定した場合は帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上すること
としております。

当社が、割引前将来キャッシュ・フローの見積りに用いた主要な仮定は売上高及び限界利
益率であり、限界利益率は売上高から売上原価及び売上に対して比例的に増減する変動費を
控除して算定した限界利益を売上高で除することで算定しております。

将来の売上高と限界利益率の算定にあたっては、過去の実績や当社の予算に基づいて慎重
に検討しております。
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将来の売上高を算定するにあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響が2023年３月
期の下期より徐々に薄らぎ、2023年３月期末には通常に戻るとの仮定を用いました。ま
た、将来の限界利益率の算定にあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響による運送コ
スト上昇の影響が長期化すると想定し、通常に戻るのは2025年３月期以降との仮定を用い
ました。

２．繰延税金資産の回収可能性
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額　　－円

（繰延税金負債と相殺前の金額は62百万円であります。）
⑵　計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社は、繰延税金資産の回収可能性について、事業計画と過去の実績に基づき、慎重かつ
実現可能性の高い将来の収益力に基づく課税所得を合理的に見積り、実行可能なタックスプ
ランを考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範囲で繰延税金資
産を計上しております。

当社が、将来の収益力に基づく課税所得の見積りを行うに当たり用いた重要な仮定は売上
高及び限界利益率であり、限界利益率は、売上高から売上原価及び売上に対して比例的に増
減する変動費を控除し算定した限界利益を売上高で除することにより算定しております。

将来の売上高と限界利益率の算定にあたっては、過去の実績や当社の予算に基づいて慎重
に検討しておりますが、新型コロナウイルス感染症の影響を客観的に予測することは困難で
あります。

そのため、当社が将来の売上高を算定するにあたっては、新型コロナウイルス感染症の影
響が2023年３月期の下期より徐々に薄らぎ、2023年３月期末には通常に戻るとの仮定を用
いました。また、将来の限界利益率の算定にあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響
による運送コスト上昇の影響が長期化すると想定し、通常に戻るのは2025年３月期以降と
の仮定を用いました。

３．貸倒引当金の計上
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額　19億79百万円
⑵　計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社は、貸倒懸念債権等特定の債権に対しては、個別に回収可能性を見積り、債権と見積
もった回収可能額の差額である回収不能額を、貸倒引当金として計上しております。

回収可能性の算定にあたっては、担保の処分可能見込額や債務者の支払能力を総合的に判
断し、慎重に検討しておりますが、債務者の財政状況の悪化や経済及びその他の状況の変化
により、貸倒引当金の追加計上が必要となる可能性があります。
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(繰延税金資産)
退職給付引当金 451百万円
役員退職慰労引当金 18百万円
貸倒引当金 603百万円
賞与引当金 33百万円
減損損失 35百万円
関係会社株式 88百万円
繰越欠損金 547百万円
その他 94百万円
繰延税金資産小計 1,873百万円
評価性引当額 △1,810百万円
繰延税金資産合計 62百万円

(繰延税金負債)
その他有価証券評価差額金 △375百万円
その他 △４百万円
繰延税金負債合計 △379百万円
繰延税金資産(負債)の純額 △316百万円

(繰延税金資産)
土地再評価差額金 108百万円
評価性引当額 △108百万円
繰延税金資産合計 －

(繰延税金負債)
土地再評価に係る繰延税金負債 △251百万円
繰延税金負債合計 △251百万円
繰延税金資産(負債)の純額 △251百万円

Ⅶ　税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

上記のほか、「土地再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰
延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりであります。
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種類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者 と の
関 係 取引の内容 取 引 金 額

（ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
（ 百 万 円 ）

その他の
関係会社 日 本 水 産 ㈱ 被所有

直接32％
商 品 の 売 買
役 員 の 受 入 商品の買付 仕入　  5,748 買 掛 金 532

種類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者 と の
関 係 取引の内容 取 引 金 額

（ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
（ 百 万 円 ）

子会社 大阪東部冷蔵㈱ 所有
直接100％

商 品 の 保 管
資 金 の 援 助
役 員 の 派 遣

資金の貸付 － 関 係 会 社
短 期 貸 付 金 719

子会社 丸 魚 食 品 ㈱ 所有
直接100％

商 品 の 売 買
資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任

資金の貸付 － 関 係 会 社
短 期 貸 付 金 207

当事業年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）
水産物販売事業

鮮魚 33,944 百万円
塩冷その他 45,524

顧客との契約から生じる収益 79,468 百万円
その他の収益 － 百万円
外部顧客への売上高 79,468 百万円

Ⅷ　関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）日本水産㈱からの商品の買付については、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件にて行っております。

２．子会社及び関連会社

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．上記両社に対する資金の貸付は、キャッシュ・マネジメント・システムを使用しております。契約期

間は１年とし、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。
また、取引は同システムにより反復的に行っているため、期末残高のみ表示しております。
なお、担保は受け入れておりません。

２．大阪東部冷蔵㈱への関係会社短期貸付金に対し、412百万円の貸倒引当金を計上しております。

Ⅸ　収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社における主な顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、前述の

重要な会計方針に係る事項「４.収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているた
め、記載を省略しております。なお、重要性に乏しいため、「１．顧客との契約から生じる収
益を分解した情報」において、履行義務が充足される時期による分解は行っておりません。
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当事業年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）
契約負債（期首残高） 81 百万円
契約負債（期末残高） 33 百万円

１．１株当たり純資産額 496円39銭
２．１株当たり当期純損失 3円97銭

本計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、１株当
たり純資産額及び１株当たり当期純損失については、表示数値未満を四捨五入しております。

当社の取引に関する支払い条件は、通常、概ね2ヶ月のうちに支払期日が到来し、契約に重
大な金融要素は含まれておりません。

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

貸借対照表上、契約負債は「流動負債」の「その他」に計上しております。契約負債は、
期末時点において当社が顧客に商品を引き渡す履行義務を充足する以前に顧客から受け取っ
た前受金の残高であります。

当事業年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、
81百万円であります。

Ⅹ　１株当たり情報に関する注記

Ⅺ　その他の注記
　　(役員退職慰労金制度等の廃止)

2021年５月18日開催の取締役会において役員退職慰労金制度の廃止を決議し、2021年６月
24日開催の定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給を決議いたし
ました。

これにより、当事業年度において「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給の未払
い額61百万円を「長期未払金」として、固定負債の「その他」に含めて計上しております。

また、2021年５月18日開催の取締役会において執行役員退職金制度の廃止を決議し、それに
伴う打ち切り支給をいたしました。

　　(譲渡制限付株式報酬制度)
2021年５月18日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員

に対して、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への
貢献意欲を従来以上に高めることを目的として、当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役
員を対象とする新たな報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度（以下、「本制度」という。）
を導入することを決議し、本制度に関連する議案を2021年６月24日開催の第86回定時株主総
会に付議し、承認されました。

なお、2021年７月20日開催の当社取締役会において決議した譲渡制限付株式報酬の割当とし
て2021年８月５日に自己株式95,080株の処分を実施しております。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 梅　原　　　隆
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 和田林　一　毅

独立監査人の監査報告書
２０２２年５月１６日

株　式　会　社　大　水
取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人
大　 阪　 事　 務　 所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社大水の２０２１年４月１日から２０２２年３月３
１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社大水及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
強調事項

注記事項（会計方針の変更）に記載されているとおり、会社は当連結会計年度の期首より「収益認識に関する会計基
準」（企業会計基準第２９号　２０２０年３月３１日）等を適用している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬󠄁により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書
類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 梅　原　　　隆
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 和田林　一　毅

独立監査人の監査報告書
２０２２年５月１６日

株　式　会　社　大　水
取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人
大　 阪　 事　 務　 所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社大水の２０２１年４月１日から２０２２
年３月３１日までの第８７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書(以下「計算書類等」という。)について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお
ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
強調事項

注記事項（会計方針の変更）に記載されているとおり、会社は当会計年度の期首より「収益認識に関する会計基
準」（企業会計基準第２９号　２０２０年３月３１日）等を適用している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正

会計監査人の監査報告書　謄本
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に表示することにある。これには、不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するため
に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬󠄁により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第87期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査役会の監査報告書　謄本
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月１６日
株式会社　大　　　水　　監査役会

常勤監査役(社外監査役 ) 齋　藤　　　守 ㊞
監　査　役 (社外監査役 ) 百　々　季　仁 ㊞
監　査　役(社外監査役 ) 小山内　雄　彦 ㊞

　
以　上
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お願い

地下鉄 千日前線
「玉川」駅 下車

JR 大阪環状線「野田」駅 下車
徒歩約10分

○お車でのご来場はご遠慮願います。
○開会時刻間際は受付が大変混雑いた

しますので、お早めにご来場くださ
い。

○株主総会にご出席の株主様へのお土
産のご用意はございません。何卒ご
理解賜りますようお願い申しあげま
す。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


